ハンドマイク宣伝スポット（参考例）　 2020年11月20日～ 　　日本共産党新婦人中央本部内後援会
ご近所のみなさん、こんにちは。私たちは日本共産党女性後援会です。

　
みなさん。全国で新型コロナウイルス感染がいっきに拡大し、第３波が到来しました。菅政権は、ＰＣＲ検査や医療体制の抜本策を示さず、「ＧｏＴｏトラベル」「ＧｏＴｏイート」の強行、継続で、感染拡大を放置しています。まともな対策を打ち出さず、国民に「静かなマスク会食」を求める無責任な姿勢に批判が高まっています。
日本共産党は抜本的にPCR検査を増やすことをかねてより求めています．特に感染多発地域やクラスター発生地域の医療機関、高齢者施設などの職員、利用者に対し、PCR検査を積極的に行うことが感染防止に不可欠です。そのために検査費用の国庫負担を2分の1から全額に引き上げることや全国一律の「ＧｏＴｏ」事業の見直しを提案しています。
また日本共産党は、国会で消費税の５％への減税を求めています。自民党議員からも消費税減税が必要だという声があがっていますが、菅政権は「引き下げは考えていない」と国会で答弁しています。すべての層に恩恵が生じる消費税減税を、コロナ下の景気対策として検討すべきです。また、生活が困窮している一人親世帯への特別給付金を緊急に出すことや持続化給付金などの経済対策の継続を求めています。これらの対策を、予備費をつかって年内に早急に行うべきです。
コロナ禍のもとで、女性をとりまく施策の遅れも浮き彫りになっています。真っ先に職を失う非正規労働者や、医療・保育などのエッセンシャルワーカーの待遇、子育てや介護の負担、家庭内暴力などへの対策が急がれます。日本共産党は「個人の尊厳とジェンダー平等のために―差別や分断をなくし生きられる社会」を実現するための政策を発表しました。戦前から男女平等と女性の参政権を求めて運動し、政治分野の男女共同参画法ができる前から、女性候補者を当たり前に擁立してきました。市民と野党の共闘と日本共産党の前進で、ジェンダー平等の社会をご一緒に実現しましょう。

みなさん。菅政権の危険な本質があらわになっているのが日本学術会議の任命拒否の問題です。学会、大学関係者だけでものべ９５０を超える団体が抗議の声をあげています。日本学術会議は内閣府の特別機関の一つですが、政府からは独立して活動することが保障された、日本の科学者の内外に対する代表機関です。この間、軍事研究を行わない立場を明らかにし、性暴力に関する刑法改正にむけた提言を出すなどさまざまな分野で活動を行なってきました。今回任命拒否された6人は、安保法制に反対するなど政府の施策へ反対してきた研究者でした。菅首相はこの間、総合的、俯瞰的という言葉を使ってまともに国民の疑問に応えようとしていません。また責任を学術会議の在り方にすり替えているやり方は卑劣で。安倍政権のやり方そのものです。みなさん、戦前、学問への弾圧が起こりました。戦争する国づくりのために、自由にものをいう学者の存在が邪魔だったからです。今、ふたたび、日本を戦前のような国にしてはなりません。日本共産党は「学術会議だけでなく、国民全体、民主主義にかかわる大問題」として追及し、任命拒否撤回を求めています。
みなさん。安倍政治の継承を唯一の旗印に発足した菅政権は、憲法9条の改定、敵基地攻撃能力の保有、沖縄・辺野古への米軍基地建設を推進する立場を明確にし、戦争する国づくりをすすめようとています。また菅首相はめざす社会像を「自助、共助、公助」とし、コロナ禍で苦しむ女性、国民に自己責任を押し付け、国の責任を放棄しようとしています。「森友」「加計」「桜を見る会」疑惑もうやむやにすることは許すわけにはいきません。政治の私物化、忖度政治はご免です。いま女性・国民が求めているのは、安倍政治の継承ではなく、政治を根本から変えることです。衆議院選挙で、市民と野党の共闘と日本共産党を前進させ、政権交代を実現しましょう。
みなさん。核兵器禁止条約の批准国が50か国となり、来年1月22日に発効となります。しかし唯一の戦争被爆国である日本政府は禁止条約に背を向け続け、内外から厳しい批判の声があがっています。核兵器は悪魔の兵器です。核戦争になれば、人類の存在さえ危うくなります。世界は核兵器のない安全な世界をつくろうと歩みだしています。日本共産党は、来る総選挙で、比例で躍進し、必ず被爆地広島の心を伝えるために、中国ブロックから核兵器なくせという声をきちんと国会に届ける議員を送りだす決意です。市民と野党の共闘、日本共産党の前進で、禁止条約に参加する政府を実現させましょう。
●来る衆議院選挙では、「政治を変えたい」の願いを日本共産党へお寄せ下さい。

●最後に、日本共産党の「しんぶん赤旗」のご購読をお願いし、訴えとさせていただきます。ご協力ありがとうご　ざいました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※各地の要求、運動、情勢などを盛り込んでください。
